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公立大学法人都留文科大学の業務実績の評価に関する基本的な考え方（案） 

 

１ 評価の目的 

（１）法人の大学運営上の問題点、改善すべき業務を明らかにする事により、大学の継

続的な質的向上を促進すること 

（２）評価を通じ社会への説明責任を果たすこと 

 

２ 評価に当たっての留意点 

（１）評価は中期目標・中期計画の見直し、及び次期中期目標・中期計画の検討に資す

るもとする。 

（２）評価は明確で分かりやすいものとするため、中期目標の達成状況等を踏まえ、主

に基本目標に重点を置き、業務運営等についての効果的な取り組みや、改善すべ

き点を明らかにする。 

（３）教育研究の特殊性や、自主的・自律的な大学の運営に配慮した評価であること。 

（４）法人の過重な負担とならないように配慮するものとする。 

（５）評価にあたっては適正な評価制度となるよう常に見直しと改善を図る。 

 

３ 評価方法 

（１）各年度終了時に「事業年度評価」、中期目標終了時に「中期目標期間評価」を実

施するものとする。 

① 事業年度評価（法第２８条） 

法人が行う自己点検・評価に基づく事務実績報告書を基に、中期目標・中期

計画に沿った当該事業年度計画の実施状況を調査、分析しその進捗状況につい

て総合的な評価を行う。 

② 中期目標期間評価（法第３０条、第７９条） 

中期目標終了時の評価は、各事業年度の評価、及び認証評価機関の評価を踏

まえつつ、中期計画の達成状況を調査、当該期間の業務実績全体について総合

的な評価を行う。 

 

（２）評価は「項目別評価」と「全体評価」により行う。 

① 「項目別評価」については次の５項目について行う 

ア 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

イ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

ウ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

エ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

オ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

②「全体評価」は「項目別評価」の結果を踏まえ、中期計画の進行状況全体につい

て総合的な評価を行う。 

 

※ 具体的な評価指標等については別途定めるものとする。 
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（３）評価結果の決定において、評価の透明性と正確性の確保のため、事前に法人にそ

の結果を明示し意見の申し立ての機会を設ける。 

 

４ 評価の進め方 

（１）年度評価の進め方 

① 法人は６月末までに前年度の事務実績報告書(評価委員会が別に指定する様式)

を評価委員会に提出する。 

② 評価委員会は、当該業務実績報告書に基づき、業務の実績に関する検証、評価

を行う。評価を行うにあたっては、法人の意見を聴取する。 

③ 評価委員会は、評価の結果（必要に応じて業務運営の改善その他の勧告）を決

定し、法人に通知し、市長に報告すると共に公表する。 

（２）中期目標終了時における評価の進め方 

① 法人は、中期目標期間の終了後３ヶ月以内に当該中期目標期間に係る業務実績

報告書を評価委員会に提出する 

② 評価委員会は、業務実績報告書に基づき、当該中期目標期間の業務実績報告に

関する評価を行う。評価を行うにあたっては法人の意見を聴取する。 

③ 評価委員会は、評価結果（必要に応じて業務運営の改善その他の勧告）を決定

し、法人に通知し、市長に報告するとともに公表する。 

 

(参考) 

○ 関係法令 

 学校教育法第 109 条 

第百九条  大学は、その教育研究水準の向上に資するため、文部科学大臣の定めるところにより、当該大学

の教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備（次項において「教育研究等」という。）の状況につい

て自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。  

２ 大学は、前項の措置に加え、当該大学の教育研究等の総合的な状況について、政令で定める期間ごとに、

文部科学大臣の認証を受けた者（以下「認証評価機関」という。）による評価（以下「認証評価」という。）

を受けるものとする。ただし、認証評価機関が存在しない場合その他特別の事由がある場合であって、文部

科学大臣の定める措置を講じているときは、この限りでない。 

  

地方独立行政法人法 

（各事業年度に係る業務の実績に関する評価） 

第二十八条 地方独立行政法人は、設立団体の規則で定めるところにより、各事業年度における業務の実績に  

ついて、評価委員会の評価を受けなければならない。 

２ 前項の評価は、当該事業年度における中期計画の実施状況の調査をし、及び分析をし、並びにこれらの調  

査及び分析の結果を考慮して当該事業年度における業務の実績の全体について総合的な評定をして、行わな

ければならない。 

（中期目標に係る業務の実績に関する評価） 

第三十条 地方独立行政法人は、設立団体の規則で定めるところにより、中期目標の期間における業務の実績  

について、評価委員会の評価を受けなければならない。 

２ 前項の評価は、当該中期目標の期間における中期目標の達成状況の調査をし、及び分析をし、並びにこれ  

らの調査及び分析の結果を考慮して当該中期目標の期間における業務の実績の全体について総合的な評定

をして、行わなければならない。 

（認証評価機関の評価の活用） 

第七十九条 評価委員会が公立大学法人について第三十条第一項の評価を行うに当たっては、学校教育法（昭

和二十二年法律第二十六号）第百九条第二項に規定する認証評価機関の教育及び研究の状況についての評価

を踏まえることとする。 
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都留市公立大学法人評価委員会の業務内容 
 

項   目 業  務  内  容 根  拠 

○

市

長

が

承

認

等

す

る

際

に

評

価

委

員

会

の

意

見

を

聴

く

も

の 

業務方法書 ・法人が作成した業務方法書の認可をしようとする際の意見 法第 22 条

第 3 項 

中 期 目 標 ・市長が中期目標を定め、又は変更しようとする際の意見 法第 25 条

第 3 項 

中 期 計 画 ・法人が作成した中期計画の認可をしようとする際の意見 法第 26 条

第 3 項 

中期目標期間 
終  了  時 

・市長が、法人の業務を継続させる必要性、組織の在り方など

業務全般にわたる検討を行う際の意見 
法第 31 条

第 2 項 

財 務 関 係 

・財務諸表を承認しようとする際の意見 法第 34 条

第 3 項 

・毎事業年度の残余の額を、翌事業年度の中期計画で定める 
剰余金の使途に充てることを承認しようとする際の意見 

法第 40 条

第 5 条 

・中期目標期間最後の事業年度にかかる積立金を、次期中期 
目標期間の財源に充てることを承認しようとする際の意見 

法第 40 条

第 5 条 

・法人が短期借入金の限度額を超えて短期借入をすることを 
認可しようとする際の意見 

法第 41 条

第 4 項 

・法人が短期借入金を当該事業年度内で償還できないとき、 
借り換えることを承認しようとする際の意見 

法第 41 条

第 4 項 

・法人が条例で定める重要な財産を処分することを認可しよ 
うとする際の意見 

法第 44 条

第 2 項 

○法人の業務実績

に関する評価 

・各事業年度に係る業務の実績に関する評価 法第 28 条

第 1 項 

・中期目標期間における業務の実績に関する評価 法第 30 条

第 1 項 

 ※認証評価機関の教育及び研究の状況に

ついての評価を踏まえる 法第 79 条 

・法人に対する評価結果の通知及び業務運営の改善その他の 
勧告 

法第 28 条

第 3 項 
法第 30 条

第 3 項 

・法人に対する評価結果の通知に係る事項・勧告内容を市長 
に報告し、公表 

法第 28 条

第 3 項 
法第 30 条

第 3 項 

○市長への意見の 
申し出 

・法人の役員に対する報酬及び退職手当の支給の基準に関す 
る意見の申出 法第 56 条 
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業務内容の公表（法で公表等が義務付けられている主な事項） 
・副理事長及び理事の任命（法 14－4）        ・副理事長及び理事の解任（法 17－4） 
・業務方法書（法 22－4）                       ・中期計画（法 26－5）・年度計画（法 27－1） 
・各事業年度における評価結果（法 28－4）     ・中期目標終了時の事業報告書（（法 2 9－ 1） 
・財務諸表及び事業年度の事業報告書、決算報告書、監事の意見を記載した書面（法 34－4） 
・役員報酬等の支給基準（法 5 6－1・48－2）  ・職員の給与等の支給基準（法 5 7－ 2） 

 

 

 

 

   

 

 

   

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

⑯ 業務を継続させる必要性等を検討

し、所要の措置を行う際の意見聴取 

公立大学法人 

都留文科大学 
都 留 市 長 

都留市公立大学法人 

評 価 委 員 会 

議 会 

Ⅰ 

ＰＬＡＮ 

目標計画 

･中期目標 

･中期計画 

･年度計画 

Ⅱ 

Ｄ Ｏ 

活 動 

計画に沿っ 

た活動 

Ⅳ 

ＡＣＴＩＯＮ

改 善 

評価結果を踏まえた

業務の見直し・改善 

Ⅲ 

ＣＨＥＣＫ 

評 価 

⑥ 年度評価(事業年 

度終了後 3月以内に 

実績報告書を提出) 

⑫ 中期目標に係る評価 

(中期目標期間終了後 3月 

以内に実績報告書を提出) 

･自己点検・評価 

･評価委員会による評価 

･認証評価機関による評価 

⑨ 年度評価結果の報告（毎年度）   

⑪ 中期目標に係る事業報告書 

の報告（6年ごと） 

① 中期目標の指示の際の意見聴取 

④ 中期計画の認可の際の意見聴取 

②中期目標の指示 

⑰業務を継続させる必要性等を検討し、所要の措置を行う 

⑦年度評価結果の 

通知・勧告（毎年度） 

⑬中期目標に係る評価結果の 

通知・勧告（6年ごと） 

⑤年度計画の届出 ⑩中期目標に係る事業報告書の提出 

③中期計画の作成・変更の認可申請（事業年度開始の 30日前までに市長に提出） 

公立大学法人都留文科大学目標評価制度の概要 

4 

⑧年度評価結果の報告（毎年度） 

⑭中期目標に係る評価結果の 

報告（6年ごと） 

⑮ 中期目標に係る評価結果の 

報告（6年ごと） 


